
（別紙様式１）

　  　　 　　　公共調達の適正化について（平成１８年８月２５日付財計第２０１７号）に基づく競争入札に係る情報の公表（公共工事）

公共工事の名称、場所、期間及び種別
契約担当官等の氏名並びに
その所属する部局の名称及
び所在地

契約を締結した
日

契 約 の 相 手 方 の 商 号
又 は 名 称 及 び 住 所

法 人 番 号
一般競争入札・指名競
争入札の別(総合評価
の実施)

予　定　価　格 契　約　金　額 落札率 備　　考

令和７年度　鹿島港灯浮標他維持管理工事

鹿島港内

R7.4.1～R8.3.31
港湾土木工事

令和７年度　茨城港灯浮標他維持管理工事

茨城港常陸那珂港区内および常陸那珂港沖

R7.4.1～R8.3.31
港湾土木工事

令和７年度　茨城港施工状況確認等補助業務

茨城港の対象工事現場(調査現場を含む)及び調査
職員が指定する場所

R7.4.1～R9.3.31
建設コンサルタント等

令和７年度　鹿島港他発注補助業務

鹿島港、茨城港常陸那珂港区の対象工事現場（調
査現場を含む）及び調査職員が指定する場所

R7.4.1～R9.3.31
建設コンサルタント等

令和７年度　鹿島港外港地区事業効果検討業務

R7.4.21～R7.12.23
建設コンサルタント等

分任支出負担行為担当官
鹿島港湾・空港整備事務所長
鹿島港湾・空港整備事務所
茨城県鹿嶋市粟生２２５４

分任支出負担行為担当官
鹿島港湾・空港整備事務所長
鹿島港湾・空港整備事務所
茨城県鹿嶋市粟生２２５４

分任支出負担行為担当官
鹿島港湾・空港整備事務所長
鹿島港湾・空港整備事務所
茨城県鹿嶋市粟生２２５４

分任支出負担行為担当官
鹿島港湾・空港整備事務所長
鹿島港湾・空港整備事務所
茨城県鹿嶋市粟生２２５４

分任支出負担行為担当官
鹿島港湾・空港整備事務所長
鹿島港湾・空港整備事務所
茨城県鹿嶋市粟生２２５４

茨城県神栖市奥野谷８０８３番地１

5010401047320

東京都中央区京橋一丁目５番８号

31,900,000
三国屋建設（株）

R7.4.1
三国屋建設（株）

R7.4.1

茨城県神栖市奥野谷８０８３番地１

32,186,0009050001020819

9050001020819

一般競争入札
（総合評価）

5010005002705

9,053,000

（一財）港湾空港総合技術センター

指名競争入札
（簡易公募型競争入札）

（総合評価）

99.1%

37,290,000 86.3%

7,271,000 80.3%

99.0%

81.7%

25,410,000

90,200,000

一般競争入札
（総合評価）

一般競争入札
（総合評価）

43,208,000

R7.4.1

東京都千代田区霞が関３丁目３番
１号

一般競争入札
（総合評価）

東京都台東区北上野２丁目６番４
号

25,663,000

110,396,000

R7.4.21 2010501016723

R7.4.1

（株）エコー

（株）ポルテック



（別紙様式２）

　   　　　　　　　公共調達の適正化について（平成１８年８月２５日付財計第２０１７号）に基づく随意契約に係る情報の公表（公共工事）

公共工事の名称、場所、期間及び種別
契約担当官等の氏名並びに
その所属する部局の名称及
び所在地

契約を締結した
日

契 約 の 相 手 方 の 商 号
又 は 名 称 及 び 住 所

法 人 番 号
随意契約によることとした会計法令の
根拠条文及び理由（企画競争又は公
募）

予　定　価　格 契　約　金　額 落札率
再就職
の役員
数

備　　考

令和７年度　茨城港常陸那珂港区中央ふ頭地区岸
壁（-12m）及び岸壁（-14m）施工法検討業務

R7.4.7～R8.3.10

建設コンサルタント等

R7.4.7

分任支出負担行為担当官
鹿島港湾・空港整備事務所長
鹿島港湾・空港整備事務所
茨城県鹿嶋市粟生２２５４

17,380,000

東京都千代田区霞が関３丁目３番
１号

（一財）港湾空港総合技術センター

99.2%会計法第29条の3第4項5010005002705 17,512,000



（別紙様式３）

　  　　 　　　公共調達の適正化について（平成１８年８月２５日付財計第２０１７号）に基づく競争入札に係る情報の公表（物品役務等）

物 品 役 務 等 の 名 称 及 び 数 量
契約担当官等の氏名並びに
その所属する部局の名称及
び所在地

契約を締結
した日

契 約 の 相 手 方 の 商 号
又 は 名 称 及 び 住 所

法 人 番 号
一般競争入札・指名
競争入札の別(総合
評価の実施)

予　定　価　格 契　約　金　額 落札率 備　　考

3,409,384 1,826,000

基本月額（１ヶ月あたり） 基本月額（１ヶ月あたり）

1,456,943 727,133

令和７年度　茨城港常陸那珂港区ケー
ソンヤード他警備業務

一式

茨城県つくば市稲荷前２４番地の１
８

分任支出負担行為担当官
鹿島港湾・空港整備事務所長
鹿島港湾・空港整備事務所
茨城県鹿嶋市粟生２２５４

R7.4.10
アシストプロ(株)

令和７年度　茨城港常陸那珂港区事業
推進運営業務

一式

2050001004448 一般競争入札

3,698,938

茨城県水戸市城南一丁目６番９号

3,054,700 82.6%3050001016921

91.9%

一式
一般競争入札

R7.4.1

分任支出負担行為担当官
鹿島港湾・空港整備事務所長
鹿島港湾・空港整備事務所
茨城県鹿嶋市粟生２２５４

日新警備保障(株)

分任支出負担行為担当官
鹿島港湾・空港整備事務所長
鹿島港湾・空港整備事務所
茨城県鹿嶋市粟生２２５４

一般競争入札

5010401047320

5010401047320

6120001159768

9050001020819

東京都中央区京橋一丁目５番８号

国内ロジスティクス(株)

R7.4.1

一般競争入札

一般競争入札

令和７年度　鹿島港ケーソンヤード排
水設備設置等業務

三国屋建設（株）分任支出負担行為担当官
鹿島港湾・空港整備事務所長
鹿島港湾・空港整備事務所
茨城県鹿嶋市粟生２２５４

分任支出負担行為担当官
鹿島港湾・空港整備事務所長
鹿島港湾・空港整備事務所
茨城県鹿嶋市粟生２２５４一式

茨城県水戸市城南一丁目６番９号

R7.4.1

令和７年度　鹿島港ケーソンヤード他
警備業務

一式

一般競争入札
茨城県古河市大山９７７番地１

R7.4.1
(株)セフテック

茨城県神栖市奥野谷8083番地1

分任支出負担行為担当官
鹿島港湾・空港整備事務所長
鹿島港湾・空港整備事務所
茨城県鹿嶋市粟生２２５４

分任支出負担行為担当官
鹿島港湾・空港整備事務所長
鹿島港湾・空港整備事務所
茨城県鹿嶋市粟生２２５４

R7.4.1

大阪府守口市八雲東町2丁目82番22号　大日駅前ビル3階

一般競争入札

2,145,000

日新警備保障(株)

110,550

2,475,000

R7.4.1

2050001004448

単価契約
予定調達総額
29,801,760円

99.7%

53.6%

86.7%

単価契約
予定調達総額

8,725,596円

9050001018433

運航１日当り

49.9%

100.0%
単価契約

予定調達総額
31,223,885円

運航１日当り

運航１日当り

110,556

運航１日当り

6,986,653 6,424,000

94.8%5,451,6005,748,394

分任支出負担行為担当官
鹿島港湾・空港整備事務所長
鹿島港湾・空港整備事務所
茨城県鹿嶋市粟生２２５４

R7.4.1
(株)ポルテック

124,850

一般競争入札

(株)ポルテック

東京都中央区京橋一丁目５番８号

125,225

令和７年度　鹿島港及び茨城港庁舎他
清掃

一式

令和７年度　鹿島港港湾業務艇運航

一式

令和７年度　茨城港港湾業務艇運航

一式

令和７年度　鹿島港他車両管理業務



（別紙様式４）

　   　　　　　　　公共調達の適正化について（平成１８年８月２５日付財計第２０１７号）に基づく随意契約に係る情報の公表（物品役務等）

物 品 役 務 等 の 名 称 及 び 数 量
契約担当官等の氏名並びにその所属
する部局の名称及び所在地

契約を締結
した日

契 約 の 相 手 方 の 商 号
又 は 名 称 及 び 住 所

法 人 番 号
随意契約によることとした会計法
令の根拠条文及び理由（企画競
争又は公募）

予　定　価　格 契　約　金　額 落札率
再就職
の役員
数

備　　考

理由は別紙4－1のとおり
100.0%804,000－

会計法第29条の３第４項
分任支出負担行為担当官
鹿島港湾・空港整備事務所長
鹿島港湾・空港整備事務所
茨城県鹿嶋市粟生２２５４

804,000個人

令和７年度　建物賃貸借契約（中根宿舎）

R7.4.1

一式



  

別紙４－１  

令和７年度 

 

関東地方整備局 

 

 

随 意 契 約 理 由 書 

 

 

件  名  令和７年度 建物賃貸借契約（中根宿舎） 

 

 

    本件は、下記の理由により、 個人 と随意契約したい。 

 

 

記 

 

 

本件は、鹿島港湾・空港整備事務所第二建設管理官室職員用の宿舎として使用し

ている物件の賃貸借契約を行うものである。 

当該物件については、大蔵省（当時）より承認を受け、平成３年度以来職員用宿

舎として賃借してきたものであり、ひたちなか地区の宿舎戸数の不足及び災害時に

初動活動を行う必要性があることから、やむを得ず賃貸借契約により対応している

ところである。 

また、財務省からの宿舎設置計画で宿舎として承認を受けた物件以外は新たに認

められないことから、従来より賃借している物件を継続して使用することが条件と

されており、競争の余地がない。 

  よって、会計法第２９条の３第４項に基づき、同物件の所有者である 個人 と

随意契約するものである。 


